改正後全文

                                     　　　   ふくしま・地域産業６次化推進協議会

様式第１号（第５の１関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　年　　月　　日
　ふくしま・地域産業６次化推進協議会長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　    住 　　　所
　　　　 　申請者　商号・名称
                　　　　　　　　　   　　　代表者名　　　　        　　　印
ふくしま・地域産業６次化復興支援事業実施計画認定申請書
ふくしま・地域産業６次化復興支援事業実施要領第５の１の規定により認定を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１　事業実施主体名
２　実施事業（６次産業化創業サポート事業・地域産業６次化新商品加工支援事業）
３　実施計画書　別紙のとおり（様式第２号）
様式第２号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６次産業化創業サポート事業）
平成　　年度ふくしま・地域産業６次化復興支援事業（実施計画、実績報告）書
１　事業実施主体
	事業実施主体名
	

	代表者名
	

	所在地
	〒

	電話番号
ＦＡＸ番号
	
	E-mailアドレス
（事務担当者等）
	


２　事業費の負担区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業費
	負担区分
	備考

	
	６次化推進協議会補助金
	自己資金
	その他
	

	
	
	
	
	


３　事業の着手及び完了の（予定）年月日
　　平成　　年　　月　　日　　　～　　　平成　　年　　月　　日
※着手日は、申請月の翌々月の日を記載すること。
４　事業の概要
	事業の名称
	事業内容を簡略に表現する名称。例：「・・・の開発」「・・・の販路開拓」等


	事業の概要
	· 提供する新商品・新サービスの内容

· 誰に販売するのか

· どこで販売するのか


	原材料


	使用する県産農林水産物（種類及び産地）



	事業の新規性・独創性
	既存の商品・サービスとの差異


	事業の市場性・将来性
	ターゲットとなる市場の規模や特徴、事業の将来性



	事業実施
計画（実績）
	事業実施計画（実績）について、実現できることが分かるよう段階的に記載

【記載項目例】

· 原材料の確保方法について

· 加工技術の確保方法について

· 試作品の製造方法について

· パッケージ、デザインの制作方法について

· 量産体制について
· 販路開拓方法について

· 製造・販売許可等免許の取得方法について

· 事業規模（年間生産量）の想定について

· スケジュールについて

○　その他事業展開に必要な事項（資格取得、法人化など）



	地域経済への効果
	雇用創出やモデル性等、地域経済への波及効果




５　経費内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	内容
	補助事業に要する経費
	積算内訳
	補助金
（要望）額
	備考

	
	
	
	－
	

	
	
	
	－
	

	
	
	
	－
	

	
	
	
	－
	

	
	
	
	－
	

	
	
	
	－
	

	合計
	
	
	
	


· 「補助事業に要する経費」には消費税及び地方消費税を含めないこと。
· 「積算内訳」には単価、数量等を記載すること。

· 「補助金（要望）額」は、補助率を乗じ千円未満を切り捨てること。
６　その他
　（他に活用している補助事業・助成事業の内容等）
７　添付資料

（１）実施計画

①　法人の登記事項証明書（現在事項全部証明書）（個人の場合を除く）
2 過去２期分の決算書
3 過去２期分の事業報告書（農林水産物の生産・販売状況がわかるもの）
4 県税納税証明書（未納の無い証明）
⑤　反社会勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第３号）
⑥　事業費の積算内訳が分かる資料
⑦　その他会長が必要と認める書類

（２）実績報告

①　本事業に係る支払いを証する書類（領収書、明細書等）
②　その他会長が必要と認める書類

様式第２号　　　　　　　　　　　　　　　　（地域産業６次化新商品加工支援事業）
平成　　年度ふくしま・地域産業６次化復興支援事業（実施計画、実績報告）書
１　事業実施主体
	事業実施主体名
	

	代表者名
	

	所在地
	〒



	電話番号
ＦＡＸ番号
	
	E-mailアドレス
（事務担当者等）
	


２　事業費の負担区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業費
	負担区分
	備考

	
	６次化推進協議会補助金
	自己資金
	その他
	

	
	
	
	
	


３　事業の着手及び完了の予定年月日
　　平成　　年　　月　　日　　　～　　　平成　　年　　月　　日
※着手日は、申請月の翌々月の日を記載すること。

４　事業の概要
	事業の名称
	事業内容を簡略に表現する名称。例：「・・・の開発」等



	事業の概要
	· 開発する新商品・新サービス・新技術の内容

· 整備する機械・施設の内容及び必要性

· 誰に販売・提供するのか

· どこで販売・提供するのか


	事業の実施場所
	機械・施設の設置場所



	原材料


	使用する県産農林水産物（種類及び産地）



	事業の新規性・独創性
	既存商品・サービス・技術との差異



	事業の市場性・将来性
	ターゲットとなる市場の規模や特徴、成長性



	事業実施
計画（実績）
	事業実施計画（実績）について、実現できることが分かるよう段階的に記載

【記載項目例】

○　機械・施設の整備方法について

· 原材料等の確保方法について

· 加工技術の確保方法について

· 試作品の製造方法について

· パッケージ、デザインの制作方法について

· 量産体制について
· 販路開拓方法について

· 製造・販売許可の取得方法について

· 事業規模（年間生産量）の想定について

· スケジュールについて

○　その他事業展開に必要な事項（資格取得など）



	地域経済への効果
	雇用創出やモデル性等、地域経済への波及効果




５　経費内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	内容
	補助事業に要する経費
	積算内訳
	補助金
(要望)額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


· 「補助事業に要する経費」には消費税及び地方消費税を含めないこと。

· 「積算内訳」には単価、数量等を記載すること。

· 「補助金（要望）額」は、補助率を乗じ千円未満を切り捨てること。

６　その他
　（他に活用している補助事業・助成事業の内容等）
７　添付資料

（１）実施計画

①　法人の登記事項証明書（現在事項全部証明書）（個人の場合を除く）
②　過去２期分の決算書
③　過去２期分の事業報告書（農林水産物の生産・販売状況がわかるもの）
④　県税納税証明書（未納の無い証明）
⑤　反社会勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第３号）
⑥　事業実施予定場所の位置図
⑦　事業費の積算内訳が分かる資料
⑧　機械、器具及び備品等の設備に係る見積書等
⑨　その他会長が必要と認める書類

（２）実績報告

①　施設に係るものにあっては、設計図書（写）、写真、完成検査調書（写）

及び工事請負契約書（写）
②　機械、器具及び備品等の整備に係るものにあっては、納品書（写）、請求書

（写）、写真
③　その他、本事業に係る支払いを証する書類（領収書、明細書等）
④　その他会長が必要と認める書類

様式第３号
暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書
　ふくしま・地域産業６次化推進協議会長　様
１　私は、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者）（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。
 (1)　暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
 (2)　暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
 (3)　自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。
 (4)　暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
 (5)　役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。
２　私は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約します。
 (1)　暴力的な要求行為
 (2)　法的な責任を超えた不当な要求行為
 (3)　取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
 (4)　風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて福島県の信用を毀損し、または福島県の業務を妨害する行為
３　私は、暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、または第１項の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、ふくしま・地域産業６次化推進協議会から請求があり次第、直ちに補助金を返還します。
４　上記に関して不法行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構いません。
記入日　平成　　年　　月　　日　　
住所（又は所在地）
社名及び代表者名又は
個人事業主の氏名                                       　　　　　　 実印
